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任負担が重くなると、研究開発水準が上昇する)が当てはまるかどうかについて検証した。 PL 法の効果を 1963 年か
ら 2000 年までの日本企業 (2， 747 企業)のアンバランスパネルデータを用いて実証分析したところ、不完備・完全
情報の理論結果と同じく研究開発費へ正の効果が観測された。この結果の頑健さを確認するために、被説明変数とし
て R&D 水準と R&D 集約度を利用し、また、これまでの既存研究と異なり、被説明変数になる R&D が非負であると
いうことを考慮する推定方法を採用した。さらに、産業を PL 法適用産業と非適用産業に分けて分析し、対物保険と
対人保険の限界コストを説明変数として利用した。明らかに、 PL 法は適用産業にある企業の研究開発投資を有意に
増加させることが確認された。その結果より、市場集中度が増加すると研究開発費が減少することや、企業の生産し
ている製品リスク(保険変数で計測)が増加すると研究開発費は増加することも明らかにされた。日本医薬品業界に
絞って製造責任法の施行が企業の研究開発にどのような影響を与えたかをパネル分析に通じて同様に分析したとこ
ろ、製造責任法によって医薬品業界の企業はより研究開発に積極的に投資をするようになったことが明らかされた。
最後に、この結果の頑健さも様々な手法によって確認された。
論文審査の結果の要旨
論文の貢献として理論面では、製造物責任コストが企業の研究開発に与える影響について非対称情報下で調べたこ
と、実証面では、製造物責任法が日本企業の開発研究に与えた影響を初めて分析したことや PL 法の施行が研究開発
に正の影響を与えたことを確認したことがあげられる。この論文は理論と応用の両方から法律の効果を調べている日
本で数少ない論文である。
よって博士(経済学)として価値があると判断する。
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